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１ 集中改革プラン

(１) 茅ヶ崎市の行政改革

本市の行政改革は平成７年に「 （簡素 「 （迅速 「 （率直Simple Speedy Straight）」、 ）」、

・公正 」の をモットーに「第１次行政改革大綱」を策定し 「市民参加制度の確） 、３Ｓ

立 「行政組織・機構の見直し 「事務・事業の見直し 「定員管理の適正化」の４」、 」、 」、

つの重点事項を掲げ 「市民と行政の新しいパートナーシップによるスリムな自治体、

運営 をめざして取り組んでまいりましたが 地方分権の推進 少子高齢化 高」 、「 」、「 」、「

度情報化社会 「国・地方を通じた財政危機」等の課題に対応するため、新たな改革」、

が必要となり、平成１５年１月に「市民と行政が協働するスリムな行政経営」を目標

に 「第２次行政改革大綱 （平成１５年度～平成１９年度）を策定しました。、 」

第２次行政改革大綱は改革に取り組む３つの視点「行政主導のサービスから市民志

向のサービスへ 「前例踏襲的な事務執行から評価重視の事務執行へ 「管理する行」、 」、

政から市民と役割分担する行政へ」と８つの重点事項「情報公開の徹底 「市民ニー」、

ズの把握 「説明責任の遂行 「行政評価制度の導入 「電子市役所の構築 「民間」、 」、 」、 」、

活力の導入と行政の効率化 「職員の意識改革と人材育成 「財政運営の健全化」を」、 」、

定めています。この改革に取り組む３つの視点や改革を進める８つの重点事項に基づ

き実施計画を策定しています。この実施計画の事項に関し積極的に検討を加え、毎年

度１回以上新たな実施事項の追加や見直しを行い、行政改革に取り組んでいます。

また、平成１７年４月から進めてきた財政健全化に向けた職員の提案募集、財政健

全化プロジェクトチームの設置・取組案の検討のなかであげられた事項も実施計画に

加えてまいります。

(２) 茅ヶ崎市集中改革プラン

平成１７年３月に総務省から「地方公共団体における行政改革の推進のための新た

な指針 （新地方行革指針）が示され、集中改革プランを平成１７年度中に公表する」

ことが求められました。

本市では、現在取り組んでいる「第２次行政改革大綱実施計画 「第３次定員適正」、

化計画 「茅ヶ崎市立病院経営計画」における事項から新地方行革指針により求めら」、

れている事項について集約し、定員管理の適正化の数値目標などを掲げ、集中改革プ

ランを作成することといたしました。

(３) 取組事項

集中改革プランの取組事項は次のとおりとし、また、集中改革プランの取組期間中
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における社会経済状況の変化等により、追加、見直しするものがある場合は、必要に

応じて見直しを行っていきます。

○ 事務・事業の再編・整理、廃止・統合

○ 民間委託等の推進

○ 定員管理の適正化

○ 給与の適正化

○ 外郭団体のあり方

○ 経費節減等の財政効果

○ 地方公営企業の経営健全化

(４) 取組期間

集中改革プランの取組期間は、平成１７年度から平成２１年度までの５年間としま

す。

(５) 推進体制

集中改革プランの推進は、第２次行政改革と同じく、市長を本部長とする「茅ヶ崎

市行政改革推進本部」において行うこととします。

２ 事務・事業の再編・整理、廃止・統合

(１) 事務・事業の見直し

、 、新たな行政需要や多様化する市民ニーズに迅速かつ柔軟に対応するため 行政評価

業務棚卸評価、財政健全化に向けた改善案作成チームの提案を活用し、事務・事業の

継続、廃止、休止、終了の方向性を明確化し、また事業手法の変更も含め見直しを進

めます。

(２) 行政評価制度について

平成１５年度より、事務・事業の「経済性、効率性、有効性、優先性」等の客観的

視点をもって評価する行政評価制度を導入しました。また、全ての事務・事業につい

て業務を洗い出し、目標・成果に基づく適正な事務・事業の単位を設定し、行政の役

割を明確化する業務棚卸評価を導入いたします。
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集中改革プランに基づく今後５年間の取組■
事務事業名

取組事項

行政評価の活用

・事務事業評価の活用（平成１５年度）

・業務棚卸評価の活用

・施策評価導入の検討

・政策評価導入の検討

組織機構の見直し

・各部局における検討会議の開催

・組織のスリム化、効率化の検討

・組織、機構の改正

インターネットを利用した申請、届出制度の導入

・電子入札システムの導入
　　指名業者登録、工事請負入札の試行
　　物品契約入札の試行、工事請負入札
    の本格稼働
　　全ての入札の本格稼働

・公共施設予約システムの構築
　　生涯学習公共施設の予約受付

・住民票等の交付申請受付

福利厚生事業の見直し
宿泊補助事業及びレクリエーション事業等
の見直し

各種事務・事業の見直し及び廃止

・官庁速報の購読廃止

・敬老祝金贈呈事業の見直し

・市勢要覧の作成中止

・４色カラー広報紙の廃止

・公衆浴場入浴利用券の交付の見直し

・清掃業務委託契約事務の統合

・福祉バス事業の廃止

19年度 20年度 21年度17年度 18年度
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これまでの取組（平成１１年度～平成１６年度）■

年度 取組事項 効果額

休日急患センターの診療時間の見直し 1,330万円

基本健康診査の個人負担の見直し 1,570万円

監査委員行政視察の見直し 21万円

聴覚障害者用電話ファックス等付加使用料助成事業の廃止 5万円

焼却炉運転管理業務に従事する職員の交替勤務の廃止 300万円

不燃ごみの前処理業務委託の廃止 2,425万円

公民館運営審議会連絡協議会委員の報酬の廃止 70万円

「ちがさき市議会だより」仕様書の見直し 43万円

給与異動データ作成委託の廃止 18万円

ごみ収集体制の見直し 918万円

広域行政の推進（寒川町のごみの受け入れ） 18,264万円

不在者投票システムの導入 180万円

交際費の縮減 304万円

刊行物等送付の廃止 67万円

庁内浄書（清書）業務の廃止 141万円

大量定型事務（登記済通知書の事務処理）の嘱託職員化 742万円

生活保護世帯等に対する一時手当支給事業の見直し 299万円

14

11

12

13

15

16
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３ 民間委託等の推進

(１) 民間への業務委託等についての取組

「 」 、第２次行政改革大綱の重点事項である 民間活力の導入と行政の効率化 に基づき

行政評価、業務棚卸評価を活用し、行政自らが担う役割を重点化し、民間事業者等の

ノウハウや経営能力を活用する中で、スリムな行政執行体制を構築します。

集中改革プランに基づく今後５年間の取組■

備考 各種業務の委託化は、それぞれの業務ごとに記載する年度から、段階的に進める

ことを示しています。

事務事業名
取組内容

ＰＦＩ手法の活用

・事業手法の調査、検討

・ガイドライン、指導指針の策定

・指針に基づく取組

行政関与のあり方に関する基準の策定

・研究、検討

・基準の策定

・基準に基づく取組

・電子計算機、庁内ネットワークシステム、
情報機器管理運営の委託

各種業務の委託化

・ごみの収集運搬業務

・ごみの処分業務

・道路の管理業務

・下水道の管理業務

・図書館の窓口業務

・公園の管理業務

・保育園の公設民営化の検討

19年度

情報システムの維持管理等に関する民間活力
の活用

20年度 21年度17年度 18年度
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これまでの取組（平成１１年度～平成１６年度）■

(２) 指定管理者制度の導入

指定管理者制度は、公の施設の管理主体が、これまでの公共団体、公共的団体、出

資団体に限定されていた管理委託制度に変わって、幅広く民間事業者、ＮＰＯ法人等

を含む団体を指定管理者として指定し、公の施設の管理を代行させることができる制

度です。

平成１７年７月に「指定管理者制度導入に関する基本的考え方」を定め、多様化す

る市民ニーズに、より効果的、効率的に対応し、公の施設の管理に民間の能力を活用

しつつ、住民サービスの向上と経費の削減等を図ることを目的に、指定管理者制度の

導入を進めます。

年度 施
設

施設の名称 数
地域集会施設 8 7 1
市民活動サポートセンター 1 1
市民文化会館 1 1
美術館 1 1
自転車駐車場 9 9 女性センター
駐車場 3 3 勤労市民会館
福祉会館 1 1 斎場
心身障害児通園施設 1 1 公民館（５館）
ふれあい活動ホーム 3 3 青少年会館（２館）
老人憩の家 3 1 2 総合体育館
ケアセンター 3 3
老人福祉センター 1 1
児童クラブ 6 4 2
子どもの家 5 4 1
茶室・書院 1 1
体育施設 6 6
体育館 1 1
屋内温水プール 1 1
合　　計 55 21 34
備考　１８年度導入予定の件数には、平成１８年３月３１日限りで指定期間が満了し、引き続き
　　　　指定管理者による管理を行う施設を含んでいます。
　

１７年度
導入済

１９年度以降の
導入を検討

１８年度
導入予定

年度 取組事項 効果額

11 茅ヶ崎市心身障害児通園施設（つつじ学園）における用務員等
の業務を民間委託した。 2,350万円

茅ヶ崎市立病院の病棟医事業務を民間委託した。 －

ごみ焼却処理施設運転管理業務のクレーン部門を民間委託し
た。 －

15 地域のボランティアに公園等の清掃・除草及び草花の植栽をお
願いした。 354万円

16 ペットボトルの中間処理（圧縮・梱包）を委託した。 1,232万円

14
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４ 定員管理の適正化

(１) 第３次定員適正化計画

平成９年度から平成１３年度までの５年間を計画期間とする第１次定員適正化計画

及び平成１４年度から平成１８年度までの５年間を計画期間とする第２次定員適正化

計画のそれぞれの計画に基づき適正な定員管理を行ってきましたが、非常に厳しい財

政状況の下で、さらに効率的・効果的な行政経営に向けての取り組みが必要となって

います。行政自らが担う役割を重点化したなかで、人件費の抑制をさらに推進してい

くことが避けられない状況にあります。

平成１８年度から平成２２年度までの５年間を計画期間とする、第３次定員適正化

計画に基づき、定員管理の適正化を図り、効率的・効果的な行政経営を目指します。

(２) 第３次定員適正化計画の概要

① 計画の期間

平成１８年度から平成２２年度までの５年間

② 減員目標職員数

平成１７年４月１日現在の職員数１８４１人（教育長を含む ）の６．０３％, 。

１１１人を減員する。

③ 計画の範囲

一般行政部門、特別行政部門及び公営企業等部門のすべての部門とする。

④ 減員の手法

次に掲げる事項を積極的に行っていきます。

( ) 「茅ヶ崎市職員の人材育成基本方針」の推進1

( ) 協働の推進2

( ) 簡素で効率的な組織づくり3

( ) 民間活力の導入4

( ) 臨時職員制度及び非常勤嘱託員制度の活用5

( ) 再任用職員の活用6

( ) 任用制度の弾力化7

（ ） 技能労務職員のスリム化8

( ) 任期付採用制度及び任期付短時間勤務制度の活用9
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(３) 第３次定員適正化計画による人件費の抑制効果（概算）

単位：万円

(４) 職員数の推移

第２次定員適正化計画の期間中に、新市立病院の全面開院及び消防署小出救急小隊の

設置に伴う必要な職員を配置しました。市立病院及び消防の職員数の推移は、次のとお

りです。

備考 各年４月１日現在の職員数を示しています。

年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 累　計

推計効果額 11,700 14,400 39,600 68,400 99,900 234,000

部  門 １３年(A ) １４年 １５年 １６年 １７年(B ) 増減(B－A )
市立病院 329 320 400 421 426 97
消      防 220 219 220 230 231 11

職員数の推移

1,866 1,861
1,841

1,819
1,803

1,782
1,769

1,840
1,861

1,841

1,730

1,865 1,868 1,865

1,797

1,765

1,866

1,798

1,782
1,787

1,837 1,841
1,828

1,825

1,730

1,600

1,620

1,640

1,660

1,680

1,700

1,720

1,740

1,760

1,780

1,800

1,820

1,840

1,860

1,880

1,900

Ｈ８ Ｈ９ Ｈ１０ Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

実数
第１次
第２次
第３次

　　　6.03%
　　 削減
　　（111人）

第３次定員適正化計画

第２次定員適正化計画

第１次定員適正化計画

※各年４月１日現在の職員数を掲載。
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５ 給与の適正化

本市における給与については、これまでも第２次行政改革大綱実施計画に基づき、退

職時の特別昇給の廃止、昇給停止年齢の引き下げを実施し、給与の適正化に努めるとと

もに総人件費の抑制を図ってまいりました。

今後も、国における給与制度改革を見据え、新たな給与制度を構築していく必要があ

ります。

集中改革プランに基づく今後５年間の取組■

これまでの取組（平成１１年度～平成１６年度）■

年度 取組事項

・諸手当の見直し
　市長、助役、収入役、教育長の扶養手当の廃止
　管理職手当の支給額の５％の減額（平成１９年３月まで）
　通勤手当の支給要件の見直し
　住居手当の支給要件の見直し
・時間外勤務手当の縮減
・事務服の貸与の中止
・給与構造改革の導入
　給料表の見直し
・諸手当の見直し
　特殊勤務手当のゼロベースの見直し
・人事評価システムによる適正な昇給、昇格制度の検討
・任用制度の弾力化の推進

17

18

年度 取組事項

　特殊勤務手当の見直し
　　　　　　整理：賦課徴収手当、福祉業務手当、自動車運転手当、
　　　　　 　　　　清掃作業手当、深夜業務手当、火葬業務手当

　　　　　　廃止：技術手当、病院業務手当、医師手当

15 　職員の昇給停止年齢を５８歳から５６歳に引き下げ

・市長、助役、収入役、教育長の退職金の減額
・国家公務員に準拠し、退職時特別昇給の廃止
・市長、助役、収入役、教育長の期末手当の減額（平成１９年４月まで）
・定員・給与等のホームページ等での公表
・キャリア開発研修と選択制研修の実施

16

11
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６ 外郭団体のあり方

(１) 改革の必要性

外郭団体は、その時代における社会的な需要を満たすために、市が直接、事業を実

施するよりも外部組織に委ねた方がより効率的であるなどの理由から設立され、市の

施策と連携しながら、サービスの提供に大きな役割を果たしてきました。

、 、一方 民間事業者・ＮＰＯなど多様な主体も公的分野の担い手として活動するなど

、 、社会経済状況の変化や指定管理者制度導入による影響などを踏まえ 団体の設立趣旨

役割、機能など外郭団体のあり方を見直す必要が生じています。

■茅ヶ崎市の外郭団体

NO 団体の名称 設立年月

茅ヶ崎市土地開発公社 昭和４９年７月３１日１

(財)茅ヶ崎市都市施設公社 昭和５７年２月１０日２

(財)茅ヶ崎市文化振興財団 平成８年４月１日３

(財)茅ヶ崎市学校建設公社 昭和４８年５月１５日４

(社福)茅ヶ崎市社会福祉事業団 平成５年４月１日５

(社福)茅ヶ崎市社会福祉協議会 昭和５３年１２月１２日６

(社団)茅ヶ崎市シルバー人材センター 平成２年１０月１日７

■これまでの取組（平成１１年度～平成１６年度）

年度 取組事項

・茅ヶ崎市土地開発公社

「土地開発公社の経営の健全化に関する計画 （平成１３年度～平成１７年度）」

を策定１２

「保有土地の簿価総額の縮減 「５年以上保有土地の簿価総額の縮減 「供用」、 」、

済土地の解消 「民間への売却実施 「総合的土地対策の推進」を目標とする、」、 」、

平成１７年度までの５ヶ年計画で抜本的な経営健全化に取り組んでいる。

茅ヶ崎市社会福祉協議会・(社福)

評議会役員の削減１６

理事会等の役員体制の見直しを行い、平成１７年１月に評議会役員数を９名削

減

・県の市町村研修センターが主催する研究会に参加し、茅ヶ崎市をモデル都市

とした公の施設及び自治体出資団体のあり方についての研究報告を行った。
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(２) 今後の取組

外郭団体の設立趣旨や役割、機能などについて、現在の社会経済状況に照らし、公

益性、効率性などの観点から検証する必要があります。また、外郭団体は本来独立し

た主体であることから、自主的かつ自立的な経営基盤を確立することが望まれます。

１７年度以降、各団体は自主的かつ自立的に経営基盤の改善に取り組むとともに、

市は外郭団体のあり方などについて基本的な考え方を示すこととします。

集中改革プランに基づく今後５年間の取組■

年度 取組事項

１ 茅ヶ崎市土地開発公社

茅ヶ崎市土地開発公社経営健全化計画 （平成１８年度～平成２５年度）「 」

を策定

計画的な用・ ５年以上保有土地の簿価総額の縮減 「代替地の有効活用 「「 」、 」、

地取得及び処分」に取り組む。

２ (財)茅ヶ崎市都市施設公社

「茅ヶ崎市都市施設公社改善計画」を策定１７

・平成１６年度を基準年度として、平成１９年度までの３ヶ年の経営改善

～

計画を策定し、経費削減を目標として経営改善を進める。

３ (財)茅ヶ崎市文化振興財団

・役員の削減及び運営費補助金の見直しによる経費節減に取り組む。

４ (財)茅ヶ崎市学校建設公社

・学校施設等保有財産を市が買い取るなどの事業の整理を進める。

５ (社福)茅ヶ崎市社会福祉事業団

・役員の削減及び運営費補助金の見直しによる経費節減に取り組む。

６ (社福)茅ヶ崎市社会福祉協議会

・運営費補助金の見直しによる経費節減に取り組む。

７ (社団)茅ヶ崎市シルバー人材センター

・役員の削減及び運営費補助金の見直しによる経費節減に取り組む。
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７ 経費節減等の財政効果

厳しい財政状況のなか、職員一人ひとりがコスト意識を持ち、徹底した歳出削減や歳

入確保を図り、行政課題を迅速かつ柔軟に対応できるよう、財政の健全化に取り組みま

す。

集中改革プランに基づく今後５年間の取組■

事務事業名
取組事項

補助金の見直し

「補助金の見直し方針」に基づく補助金の
見直し

経常的経費の見直し

予算枠配分制度の実施

新たな自主財源確保の取組

・ホームページ、広報紙への広告掲載
・コミュニティバス車体への広告
・その他の媒体への広告掲載

定員管理の適正化

・第２次定員適正化計画の見直し
・第３次定員適正化計画の実施

財政健全化に向けた取組

・財政健全化に向けた職員の提案募集、
財政健全化プロジェクトチームによる検討
・財政健全化に向けた職員の提案募集

徴収率向上の取組

・市税の滞納整理体制の強化
・休日の戸別訪問、電話催告の強化

使用料及び手数料の額及び減額免除の見直し

・調査、分析
・基準の策定
・庁内調整、団体との調整
・使用料、手数料の額の改定

公共施設の長寿命化の推進

・指針の作成
・指針に基づく取組

特別会計への繰出金の見直し

中期財政見通しに基づく特別会計の計画
的な健全経営の実施

20年度 21年度17年度 18年度 19年度



- 13 -

これまでの取組（平成１１年度～平成１６年度）■

第１次行政改革及び第２次行政改革の取組における効果額

８ 地方公営企業の経営健全化

(１) 市立病院事業

市立病院は、地域の基幹病院として、主に早期の診療を必要とする急性期医療を担

います。市立病院では、医療環境の変化や市民の医療ニーズへの的確な対応、さらに

は他の医療機関との役割分担や連携に基づいて効率的な病院運営を進めるため、平成

１６年７月に「茅ヶ崎市立病院経営計画」を策定いたしました。この計画に基づき病

院機能のより一層の充実強化と経営改善に取り組みます。

集中改革プランに基づく今後５年間の取組■

年 度 経 費 節 減 面 及 び 財 源 確 保 面 に お
け る効 果 額

1 1 6 0 ,4 2 8万 円

1 2 4 0 ,9 3 9万 円

1 3 3 2 ,7 2 5万 円

1 4 7 3 ,7 3 7万 円

1 5 4 ,7 0 3万 円

1 6 3 1 ,7 0 7万 円

第 １次
行 政 改 革

第 ２次
行 政 改 革

取組事項 内　　容

医業収益の確保
診療報酬の改定等に迅速に対応し、適正な請求を徹底する
とともに、病床の有効な活用を図り、医業収益の確保に努め
る。

病床利用率の向上 病院全体のベッドコントロールを一元的に行い、さらに病床
の有効利用を図る。

在院日数の短縮・適正化

クリニカルパス（標準的診療過程予定表）を積極的に推進し
ながら、計画的な診療を行うとともに、他の医療機関や保健・
福祉との連携を図りながら入院期間の短縮・適正化を推進
する。

「女性専門外来」の開設 女性医師が女性患者を診察する「女性専門外来」を開設で
きるよう努力する。

人間ドックの利用拡大 予防医学の観点から、より多くの市民が人間ドックを利用で
きるよう、広報等に努める。

患者満足度調査と待ち時間調
査の継続的実施

問題点の抽出とその改善を図るため、患者満足度調査と待
ち時間調査を継続的に実施する。

病院機能評価の認証取得
質の高い医療を効率的に提供していくための組織体として、
医療機関の機能充実・向上を図ることを目的に「病院機能評
価」の認証を取得した。
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（平成１１年度～平成１６年度）■これまでの取組

(２) 下水道事業

建設、維持管理に多額な費用を必要とする下水道事業の推進について、効率的な事

業運営を図り、計画的な財源の確保と公平な受益者負担を進めるなどの経営健全化に

取り組みます。

集中改革プランに基づく今後５年間の取組■

（平成１１年度～平成１６年度）■これまでの取組

取組事項 内　　容

各種業務の民間委託の推進 医業事務、清掃・警備業務、医療廃棄物処理等を民間委託
した。

院内物流代行管理の導入 平成１２年度に物品の定数管理の徹底、適正な管理供給体
制を図るため院内物流代行管理を導入した。

未利用財産の売却 平成１５年度に医師公舎の跡地を売却した。

開放型病院としての地域医療
連携の積極的推進

平成１５年度に「開放型病院」として、地域の登録医との共同
診療をスタート（優先病床数：５床）し、高度医療機器やベッ
ドを利・活用しながら地域医療機関との緊密な連携による医
療サービスの提供に努めた。

取組事項 内　　容

下水道使用料の過年度滞納者
への対応

下水道使用料の過年度滞納者に対して、催告納付書を送
付し、土日及び祭日に戸別訪問、電話催告を実施した。

取組事項 内　　容

公共下水道の未接続世帯に対
する水洗化の推進

公共下水道の未接続世帯を調査し、水洗化を推進すること
により、財源の確保を図る。

下水道使用料の過年度滞納者
への対応

これまでの取組に加えて、滞納額を一括表示した納付書を
黄色の封筒で送付し、注意喚起することで納付を促す。

下水道使用料の額の適正化 平成１７年度に下水道使用料の額を改定いたします。
今後も３年ごとに見直しを行います。
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